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             日野市の公共工事をめぐる官製談合問題 
          ～その全体像と４回にわたる論戦の到達点について～ 
                                      23.10.7 中野 
 
1. 発覚に至った背景・発端 
・ 河内元副市長が逮捕された 2021年 2月から２ヶ月後の４月７日、市長選挙の直前に警視庁捜
査２課によって市にもたらされたが情報によって発覚。 

・ 捜査２課は、河内元副市長逮捕当日及び翌日に４ヶ所(市役所・区画整理組合事務所・企業公社・
工事業者)への一斉家宅捜索を実施。押収した関係書類の中から、河内案件とは別に、公共工事
において市職員と業者間で事前の受注調整・官製談合が行われていたことを疑わせるデータを
発見。 

 
2. 官製談合の概要と市が下した結論 
・ 修繕工事の発注等の担当をしていた市職員(当時係長)が、平成 29年から令和３年までの 33件
の修繕工事業務の発注、設計、積算、契約依頼に関する一連の業務の中で、入札の公正を害す
る行為を行なっていた。 

・ 市は調査を行なったが「官製談合防止法に違反する行為となでは言い切れない」とし、「不適切
な事務処理」扱いで減給 10分の 1・２ヶ月の処分(昨年 10月 31日付)とした。 
 

3. 市の内部調査報告書及び認定した事実 
・ まちづくり部長の内部調査で、33件の修繕工事の平均落札率 99%、その内 100％での落札が
8 件にのぼったことが判明、部長は「当該職員が行なった設計、積算、契約依頼に係る一連の
行為により、公正な入札が妨害された疑いは否めない」「官製談合防止法及び公契約関係競売入
札妨害に抵触する可能性がある」と報告書にまとめ市長に提出。 

・ 職員課の調査では以下の事実を認定し評価を行なっている。 
「積算基準及び積算システムを用いずに、業者１者と担当職員が現場立ち会いを行うとともに、
当該業者に他２者分の見積書の取りまとめを依頼し、3 者の見積もり額の中で最も低かった当
該業者の見積額を設計金額として総務課契約係に契約事務を依頼、総務課が執行した指名競争
入札入札の結果、当該業者が平均 99%という高い落札率で落札していた」 
「見積もりの依頼にあたり、見積り金額を指定したり、特定の業者の見積もり額を最安値とす
るよう指定していた」 
「違法を強く疑われても止むを得ない極めて不適切な事務処理である」「結果的に公正な競争・
入札に悪影響を及ぼしたという可能性は強く疑われる」「結果的に、違法を強く疑われる状況、
いわば違法状態を作り出していた」 
 

4. 市が「官製談合に当たらず」とした３つの理由・弁明と論戦の到達点 
⑴ 「指名業者の選定について、意思を通じていたという証拠は認められませんでした」「職員に入
札等の公正を害すべき行為を行なったという事実は認められておりません」等の証拠の問題。 

→「公正を害すべき行為とは、公の競売、入札等に不当な影響を及ぼすすべき行為をいい、公の
競売入札が公正に実施されていることに対し、疑問を抱かせる行為ないし正当でない影響を与
える行為をいうものと解するのが一般とされる」(三好幹夫氏・最高裁判所判例解説・刑事編) 
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⑵ 「入札に関する権限は当該職員にはなく、総務部総務課において所管しているものでございま 
す」「実際、事務手続き上、予定価格をその都度定めている書類も揃ってございます」等、入札・
予定価格に関する職務権限は当該職員にはないという弁明。 

→「予定価格につきましては、主管課において設定した設計金額をもとに決定しております」「予 
定価格の歩切りは廃止をしております。そのため現在では予定価格と設計金額が同額となって 
おります」(2017 年総務部長答弁) 

⑶ 「外部弁護士と共に丁寧に検討した結果、当該職員の行為が第８条に該当するとすることは難
しいということを踏まえ併せて第２条第５項に規定する入札談合等関与行為に該当するか否か
についても子細に検討したということでございます」等、弁護士のお墨付きを得たという弁明。 

→ 令和５年６月６日１１時～１１時１０分(電話相談)、事前資料A4１枚 
 
5. 官製談合問題の議会論戦に対する市長答弁の変遷 
・  2022 年 12月議会 
「これで妥当性がどうだったのかということに含めて検証するということはやっていきたい」
「事業者に関してもできる調査はして行かなければならない」「他部署についてもどうだったの
かということは調査をしなければならないと思っております」 

 
・ 2023 年 3月議会 
「我々としては、８条ではなく第２条５項の回答というふうに判断はしました」「他部署に対す
る調査が不十分であることはお詫び申し上げます」「他部署に対してもしっかり調査しなければ
ならないということでございます」 

 
・ 2023 年 6月議会 
「どうしても自分が行ったことについては客観性に欠ける部分がある可能性もあります。」「改
めて第三者、例えば入札等監視委員会やコンプライアンス委員会などの意見を聞くことで、い
ま一度、その判断や運用が妥当であったかについて検証することも必要であり、有効であると
考えております」 

 
・ 2023 年 9月議会 
「８条適用のリーガルチェックということで、議員からも警察云々ではなくてということでご
ざいます。今回、事案に関わるいろんな法律相談も行いました。その内容、結果について形式
論に走っているというご批判もいただいております。それも分析するとともに、改めて複数の
法律の専門家、弁護士等にご意見をいただくことも視野に入れながら、再度検証していき、徹
底的な真相解明を図り、市としての結論を出していきたいと思っております」   

 
 
                                         以上                                                   


